安定成長期の内職・家内労働とパートタイム労働　-女性労働者を中心として- by 高野 剛





































ワーク~ [2006年 9 月 29 日大阪市立大学博士(経済学)授与]の第 5 章をもとに加筆したものである。
凶藤井紀代子 (1983) もまた、内職・家内労働の動向について統計資料を用いて分析を行っている。その他























1, 500 ,000 
1,000 ,000 













図 1 は、 1973年から 1993年までの家内労働者数と、その男女別および類型別の人数につ
いて表わしている。図 1 では1973年以前については省略しているが、 1958年に約70万人い
た家内労働者数が 1973年には約184万人へと増加している。このことを念頭に置いて図 1






























































は、家内労働法の第 2条第 3 項によると、家内労働者に直接仕事を委託している製造加工
業者などのことである。図 3 によると、 1973年に約11万人いた委託者数が、 1986年には約
7 万 5 千人、 1993年には約 4 万 7 千人へと減少している。都道府県別では、 1974年まで東
京都が最も委託者数が多かったが、 1975年以降は大阪府が最も委託者数が多くなっている。
また、東京都・大阪府・愛知県・神奈川県の都市部に占める委託者数の割合は、 1975年に
38.7%であったのが、 1984年には39.4% 、 1993年には35.2% となっている。神奈川県で委
託者数はあまり多くはなく、大阪府・東京都・愛知県の次に岐阜県で委託者数が多くなっ
ている。
さらに、図 3 を業種別に見ると、「衣服・その他の繊維製品」と「繊維工業J と「その
























































































































































まず、図 4 は、女子パートタイム労働者数の推移について表わしている。図 4 の「女子
短時間雇用者数(非農林業)J とは、「労働力調査」の非農林業女子雇用者数のうち週35時
間未満の就業者数のことである。図 4 では1973年以前は省略しているが、「女子短時間雇
用者数(非農林業) J は、 1967年に 114万人いたのが、 1972年には146万人へと増加してい
る。このことを念頭において図 4 をみると、 1973年に 170万人であったのが、 1983年には
306万人となり、 1993年には623万人へと大幅に増加していることが分かる。また、図 4 の
「呼称パート(女子)J とは、「労働力調査特別調査」で勤め先からパートタイム労働者と





いる。図 5 によると、 1 日の労働時間は女子パートタイム労働者の方が約 1 時間ほど長い
ことが分かる。また、 1 カ月の労働日数では、女子パートタイム労働者の方が、 1~2 日
多く働いていることが分かるであろう。































1976年 1軒.. 19田隼 1985年 羽田年
年度
1991年
注 1) 1973年度から 1987年度までの「必要経費控除j は、総内職収入の 3割程度として計算している。
2) 1973年度の給与所得控除は、定額控除額の16万円で計算している。
























区分 総数 短時間で 普通勤務で 自分で事業 家庭で内職 自家営業を その他雇われたい 雇われたい をしたい をしたい 手伝いたい
1968年 100.0 30.4 11. 3 3. 6 42.8 5. 0 6.9 
1971年 100.0 36.4 11. 0 4.4 37.0 4.6 6.6 
1974年 100.0 39.4 11. 3 4.4 34.0 4.4 6.4 
1977年 100.0 43.2 13.0 4.4 28.4 10.9 
1979年 100.0 45. 1 12.2 4.0 27.9 2.9 7.7 
1982年 100.0 50.4 14. 1 3.9 23.5 2.0 6. 1 
1987年 100. 。 57.7 14.2 3. 5 17.3 1.9 5. 5 









































































































し、 J (1 5) としながらも、ワープロ作業を行う在宅ワーカーに対して家内労働法の適用を検討
すべきであるとしている。






















凶労働省婦人局 (1990) の 77頁。
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